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アメリカ合衆国移民帰化法改正審議過程に閲する一考察.1952～1965年一｛り
菅（七戸）美弥
はじめに
アメリカ合衆国の移民法は数多くの改正を繰り返して来たが、中でも1924年
及ひ＂1965年の移民法改正は移民政策上の最も大きな転換点だと言われている。
その最大の理由は、出身国別割り当て制（nationalorigins quota system）の開始と
終了がこの二つの法改正によってなされたからである。山このうち、 1924年法に
関するジョン ハイアム (JohnHigham）の先駆的研究は、 20世紀初頭には、新た
な移民が異質であり同化不適切とみなされ、アメリカの理念に反する諸外国の
思想が流入するという危機感等が生まれた時に移民排斥の気還が「ネイテイヴ
イズム」として表面化し厳しい移民制限を課した1924年法制定へと繋がったこ
とを示した（Higham1998: 300 324）。
そもそもこうした移民政策の変遷の背景には政治、経済、社会の多岐に渡る
要因が存在し、特に、第三次世界大戦後のアメリカの国際関与の増加とともに、
移民法改正の諸要因の相互関係はより複雑となった。 1952年法、及び1965年法
についての通史的な移民政策研究としては、ロパート田デイヴァイン（RobertA. 
Divine）による AmericanImmigration Policy, 1924-1952 (1957）やエドワード Pハ
ッチンソン（EdwardP. Hutchinson）による LegislotiveHist01y of American Immigration 
Policy, 1798-1965 (1981）がある。中でもデイヴァインによる研究は戦前から1952
年法制定までの時期に焦点を絞って移民法の改正要因を分析したものであるが、
1952年法に関しては同時代的視点からナショナリズムの変容を軸に、ナショナ
リズムとインターナショナリズムの措抗を1952年法成立の要因として分析して
いる（Divine1957: 164-191）。また、現代の移民政策変遷の要因に政策ネットワー
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クの変化をあげたキース 7イアツジェラルド（KeithFitzgerald）の TheFαce of 
the Nation. lmmigrntion the State, and the National Identity (1996）は、 1952年法及び
1965年法について、連邦レベルの移民政策ネットワークが確立するにつれて、
移民政策の目標、内容が司法省、労働省、国務省などの行政機関によって決定
されるようになったという議論を展開している（Fitzgerald1996: 206-228）。
これらの研究に加えて、古矢が指摘するように、アメリカにおける移民受け
入れを「アメリカという国家がこれまで持ち続けて来た矛盾した自己イメージ
と各時代に特有の社会経済状況の交点に現れて来る現象」（古矢 1990:2161）と
して位置付けると、移民法改正には多くの国に共通する国際労働力移動のメカ
ニズムが背後にありつつも、建国以来「移民の国」であり続けたアメリカなら
ではの「アメリカ国民一般が思い描く自国のあるべき姿」（古矢 1990:2162）と
いう、移民排斥、容認に世論が揺れた抽象 感情レベルの要因や、移民問題の
提示のされ方についても考慮に入れなくてはならないだろう。
よって本稿は、 1952年から1965年までの議会会議録、公聴会記録等を基礎的
な資料とし、後々まで大きな影響をもたらしたこつの移民法改正の要因と、改
正がどのような形で行われたのかについて、移民法改正過程の議論から分析す
るものである。とりわけ、「移民国家像」や人種差別的側面が糾弾されていた出
身国別割り当て制を巡る議論、また、新たな移民選択基準が如何なる審議過程
を経て生まれたのかといった点を中心に検証することとしたい。
1.1952年法改正過程
1 第二次世界大戦後の移民を巡る状況
1952年法改正過程の分析を始めるにあたり、はじめに第三次世界大戦後の移
民及び難民受け入れの状況について触れておきたい。 1940年代前半には約17万
人であった移民数は1940年代の後半には、合計864,087人と大幅に増加すること
となった（Immigrationand Naturalization Service，以下 INS1965: 22）。しかし1940
年代金体の移民数で見れば、 1930年代を除けば1840年代以来の非常に低い数で
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あり、移民の出身地域の内訳も西ヨーロッパからの移民が圧倒的に多い状況に
変わりはなかった (INS1965: 49）。
また、移民法改正に先立つて、第二次世界大戦後の国際状況は難民問題の解
決をアメリカに迫ることとなり、 1948年には流民法（DisplacedPersons Act）が緊
急の難民政策として制定された。それまで厳しい移民制限を課していたアメリ
カで、難民の受け入れは緊急の国際問題であり、何らかの措置が必要という認
識が生まれたことは大きな変化と言え、 1948年から52年までの聞に約40万人が
入国することになる（INS1965：・ 30）。山この難民受け入れ措置は、先に述べたよう
に、 1930年から1945年までは年間移民数がJO万人を下回っていたことを考える
と、非常に多数の難民を短期間に受け入れることを意味していた。そればかり
でなく、出身国別割り当て制の制限対象であったポーランドを始めとする東欧
諸国から多くの難民がやってくることとなった。そのため保守派の問には、東
欧からの難民の受け入れにより、共産主義者の侵入やアメリカへの不忠誠問題
等の深刻化が危倶されるようになったが、このような危倶は、 1947年にトルー
マン大統領が連邦機関の職員への忠誠審査計画を発表し、 1949年に共産主義者
取り締まり法が承認されるなど、忠誠問題や、共産党への取り締まり強化を背
景にしていた。「不忠誠に対する恐怖J（ハイアム 1994: 84）は、難民に限らず
外国人・移民一般に対する防御的な心理を再燃させることへ繋がり、その後の
移民法改正の議論においても反共王義の影響は圧倒的となっていくのである。
2 1950年圏内治安法と1952年移民法の接点
こうした中、 1950年代始めには移民に関連する三つの重要な法律が制定され
る。 1950年の園内治安法と、 1952年の移民帰化法（通称マッカランーウォルタ一
法）である。これら三つの法律の密接な関連性は反共と移民への保守的態度が
表裏一体であったことを示している。そして、パトリック マッカラン上院議
員（PatrickA. McCarran：民主党、ネパダ州選出）やフランシス ウォルター下院
議員（FrancisWalter .民主党、ペンシルパニア州選出）は、そのような反共主
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義と移民への保守的な姿勢を貫いた人物であった。特に、マッカランは民主党
員でありながら、歴代の民主党の大統領に反対票を投じる一匹狼、熱烈なナシ
ョナリストとして知られる人物であり、彼の存在は1952年法成立の重要な要因
となった。仰彼は1933年に初当選した翌年から司法委員会のメンバーとなり、
1945年からは委員長に就き、移民問題に関して多大な影響力を持っていたので
ある。＇＂
マッカランらによる園内治安法案は、議会や世論の圧倒的な支持を受け、
1950年トルーマン大統領の拒否権を乗り越えて成立する。国内治安法の市I)定を
目指していた1949年、マッカランは「共産主義者の戦略にきちんと対抗する形
で移民制度を改定しなくてはならないjと移民制度と反共主義の接点に言及し
ている（UnitedStates Congress以下U S. Congress 1949: 4993）。彼には、破壊活動
を行うような危険な移民に対する排除と強制退去が、抜け穴だらけになってき
ているという強烈な危機感があった。マッカランは共産主義者の陰謀の危険性
は移民法上に「多数の例外措置等が採られることにより、海外の諸勢力に対し
て裏玄関を提供する」ことから生まれていると主張した（U.S. Congre<S 1949: 
4993）。彼は、国内治安法の目的は「我々の政府を転覆させようという活動を行
い、伝統的なアメリカ人の寛大なもてなしの心につけ込む外国人からアメリカ
を守ることJ(U.S. Cong町田 1949:4993）と主張していたが、このような主張はそ
のまま1952年移民法制定の根拠となった。彼にとって反共主義と反移民が「ア
メリカを防御する」という点で同じ意味を持ったのである。
続いて1952年移民帰化法の審議過程においてもマッカランは上院司法委員会
委員長としての権限を最大限に活用し、議会内でリーダーシップを発揮した。
トル－7ン大統領の拒否権を越えて成立した1952年移民法による改正の主な内
容は、移民割り当て枠の優先順位において、技能移民が最も高い優先順位とな
ったこと、離散家族に対する人道的考慮から近親の家族に対する優先枠が拡大
されたこと、 1924年移民法で規定された、市民権取得の資格のないものに対す
る移民禁止措置を廃止したことである。また、外国人へのより厳しい入国拒否、
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国外追放措置が取られることとなった。さらに、アジア系移民の全面禁止措置
は廃止されたが、新たにアジア太平洋地域からの移民には数的制限が導入され
た。山これらの変更点の中で最も大きな問題とされたのは、 1950年の国勢調査の
統計が存在したにも関わらず、 1920年の国勢調査に依拠した出身国別割り当て
制が維持された点である。以下に述べるように、 1952年法には、よりリベラル
な移民法を求めていた人々にとっては、出身国別割り当て制による差別措置と
いう大きな問題が残存したのであった。
3 1952年法審議過程における争点～出身国別割り当て制をめぐって
まずは、 1952年法審議過程において、出身国別割り当て制の維持を訴えた保
守派の議論を見てみよう。 1950年代になると、出身国別割り当て制が導入され
た1920年代のように非西欧移民を同化不能と断定し、あからさまな人種差別を
公言する人は少なくなり、出身国別割り当て制の継続は、同化能力の差を人種
的資質に求めるのではなく、エスニック、文化的なアメリカの均一性の維持と
いうレトリックの下、正当化されるようになった。このような保守派の意見を
代表していたのは、 7 'Jカラン指揮下で1947年より移民問題を審議していた上
院司法小委員会であり、その報告書による出身国別割り当て制支持の主旨は
「国家の基本的な組織が保持され、国家としての優位な立場が維持されるべきな
のであれば、建国当初からアメリカ社会を構成する民族集団を保持することが
必要J(United State' Senate以下U S. Senate 1948: 442 445）というものであった。
しかしながら、いかに文化の均質性や継続を表向き訴えても、マッカランらの
人種観には20世紀初頭猛威を振るった人種差別意識が残存していた。それは
「（移民の）流れが汚染されているならば、我々の諸機関や我々の生活方式まで
がその汚れに感染してしまう」という発言や、「この国は西洋文明の最後の希望
である ・ 世界中のオアシスであるこの国が転覆され、歪められ、汚染され、
破壊されるならば、人間の最後の希望の光が消えてしまうであろう」といった
発言に現れている（U.S. Congre5' 1952：・8263）。
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こうした人種差別意識が実際には見え隠れしていたにしても、 1950年代、冷
戦下において、移民の「数的制限」と、「文化的均質性Jの必要性という表向き
のレトリックは、対共産主義から来る「国家の同質性jや「一体性」の強調と
の組み合わせにより説得力を持ちえたと言えよう。また、ウォルターは1952年
法を弁護して、「我々はヨーロツパ、 77 1）力、アジアの要望を第一に踏まえた
上での移民法を制定するのか、それとも、何がアメリカにとって良いことかを
考えた上で制定するのかjと1952年法がアメリカの「国益」を最優先に考えた
ものであると訴えた（U.S.Cong問団 1952:4314）。マリオン・1ベネット（Marion
T. Bennet）がAmericanImmigration Policies: A History (1963）の中で述べているよ
うに、彼等の議論では、アメリカは確かに「anation of immigrants ＝移民の国」
であるが、移民法はあくまでも国家の亀裂を避けるために工夫されなければな
らず、現状のエスニック・バランスや文化的鮮を保つことが必須とされたので
ある（Bennet1963: 133）。
一方のリベラル派の同化問題に対する認識、および移民国家観はどのような
もので、保守派との聞の論争は如何なるものだったのだろうか。よりリベラル
な移民i去を求めた議員は、エマニュエJレ セラー下院E義員（EmanuelCeller：民
王党、ニューヨーク州選出）、ハーパート リーマン上院議員（Herbert
Lehman・民主党、ニューヨーク州選出）、ヒューパート ハンフリー上院議員
(Hubert Humphrey 民主党、ミネソタ州選出）等であった。これらのリベラル派
は、まずハンフリーに代表されるように、世界中の人々から構成されるアメリ
カ社会の理念を100%アメリカニズムと置き換えていた（U.S.Cong問団 1952:5321）。
セラー下院議員は、 1952年 6月26日、出生地主義を否定して「アメリカに出生
したかどうかではなく、アメリカ的価値観が（その人の中に）生じているかど
うかが問題である」と述べ、外国人がアメリカ的価値観をアメリカの大地で獲
得し育むことは可能であるとして、出生地や血統のみをこだわるマッカランーウ
オルタ一法を非難した（U.S. Congress 1952: 8217）。またリーマン上院議員は、出
身国別割り当て制は、「アングロ・サクソン的特徴を移民によって失うという脅
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威にさらされており、アングロ・サクソンやノルデイックと形容されるアメリ
カの血統がアメリカの核であり、我々は外国人の集団による汚染から守られな
ければならないという仮定に立っているもの」として、そのような考え方は、
「ナチス ドイツ的」であると糾弾した（U.S.Cong問団 1952：・ 5102）。リー マン議
員によれば、アメリカはアングロ サクソンの国ではなく、「諸移民によって開
拓され、数多くの国々からやって来た移民によってその偉大さが築かれた」の
であって、「アメリカを形成するものは、人々の人種や出身国別の祖先ではなく、
幾多の文化や血統の混合そのものであり、自由と機会に溢れた環境で、これら
の（数多くの文化や血統の）支流がエネルギ一、産業、個人の尊厳の一つの大
河に混ざり合うことがアメリカなのだJ(U. S. Congress l 952: 5102）と述べ、メル
ティング・ポットの好意的なイメージを投影させた。さらにハンフリー議員は
「我々の国はある意味でメルテイング・ポットではあるが、文化的多様性や各々
の違いを溶かしきってしまうところまではいかない。我々は異なる集団の性質、
文化体系、社会慣行を維持しており、それこそが、他の固にはないアメリカ独
特の美しさと力を与えてきたのである」と述べている（U.S.Co時間SS[952：・5321）。
このハン7＇）一議員の移民観は、古くからのコスモポリタン的価値観ヤメルテ
イング・ポットのイメージを踏襲していると同時に、ホレス・カレンの流れを
汲む「文化多元的J価値、すなわち、異なる移民集団の文化体系を尊重する立
場が現れていた。＂＇また、これらリベラル派は、移民の向化問題を国家亀裂に繋
がるような深刻かつ危急な問題とは見ず、むしろ多様な移民集団こそアメリカ
の力の源泉であると認識していた。しかしながら、以下に述べるように、リベ
ラル派の「多様性」そのものへの賛美、異なる移民による貢献という議論も、
当時の防御的ナショナリズムの圧倒的な影響の下では、副次的なものとなって
しまったのである。
4 移民政策とナショナリズム、イン空ーナショナリズム
こうしたリベラル派の出身国別割り当て制に対する、メルテイング ポット
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や文化多元主義的アメリカの理想像、「移民の国Jアメリカという議論が有効で
はなく、文化の同一性というレトリックで覆ったマッカランらの移民観が主流
であった状況を読み解くには、この時代の「ナショナリズム」を軸に考えてみ
ることが必要であろう。前述のように、ロパートーデイヴァインは American
Immigration Policy, 1924-1952の中で1950年代の移民政策を形作った精神的支柱
を、ナショナリズムの質的な変化という独特の視点から説明を試みている。同デ
イヴァインは1920年代には、移民制限および排斥は人種的、文化的なナショナ
リズムに基づくものであったが、 1950年代には、全体主義国家や共産主義国家
の台頭を経験し「新たなナショナリズムは、国家の安全という最も根本の部分
に焦点を当てるようになった」と分析している（Divine1957: 163）。また、彼の
議論の特徴は、 1952年法の成立を、インターナショナリズムに対するナショナ
リズムの勝利として位置付けている点である（Divine1957: 190）。しかし、移民
法改正を巡る議論をより詳しく見るならば、デイヴァインのいうようなナショ
ナリズム対インターナショナリズムといった明確な二元対立という図式は妥当
ではないように思われる。何故ならば、インターナショナリスムはナショナリ
ズムに対抗しえる有効なレトリックとはなりえず、移民問題は反共主義の影響
を直接に受け、マッカランの議論に代表されるように、共産主義の手先として
の移民の害を如何に阻止するか、国を守るかという占に収紋されていたからで
ある。ここで重要なことは、実際のところ、諸移民の問に同化能力に差がなく、
移民こそ国力の源泉とするリベラル派も、共産主義に対抗したナショナリズム
を所与のものとして掲げていたという点である。リベラル派の主張の論旨は、
インターナショナリズムに依拠する商もあったが、それよりもむしろ、アメリ
カ社会は、世界中の人々から構成されなければならないという信念を、 100%ア
メリカニズムと置き換えたものだと言えよう。例えば、セラ一議員は、「アメリ
カにおいて生まれたか否かではなく、アメリカが（その人の中に）生じている
か、それこそが問題であるJと述べている（U.S.Congress 1952: 8217）。セラー を
はじめとするリベラル派にとっては前進し、多様な集団がアメリ力的な信条を
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奉じ、アメリカの地で融合されるというイメージこそが、「アメリカ的jなので
あった。 方、リーマンが、出身国別割り当て制を「ナチス・ドイツ的」であ
ると批判したように（U.S.Congress 1952: 5102）、この制度は、「全体主義国家、
共産主義国家で使われているもの」、「市民的自由への脅威」、「非米Jであると
して、繰り返し批判された。当時の議事録を詳しく見ると、セラー、ハンフリ
ー、マコーマックなど、「アメリカニスム」のレトリックは多くのリベラル派の
議員によって使用されていることが分かる（U.S. Congress 1952: 5321, 5333-5334, 
8217 8224）。このように、 1952年法反対派にとっては前進し、多様な集団がアメ
リカ的な信条を奉じ、アメリカの地で融合されるというイメージこそが、「アメ
リ力的jで、融合する偉大なアメリカを否定する出身国別割り当て制は［非米
的J「共産主義的」なのであった。
この1952年法審議過程では、保守派とリベラル派の聞にはアメワカニズムを
巡る解釈の相違が際立っており、そもそも正反対の「アメリカニズム」の定義
に沿った平行線の「非米＝UnAmericanJという非難の応酬が行われた。よって、
アジア系移民に対する帰化権が認められたことを「人種差別の解消jと最大限
にアピールしたマッカランらの王張の一方で、出身国別割り当て制の本来の差
別性が「反共」「非米」というレトリックの応酬により見えにくくなったのだと
思われる。
こうして1952年移民法の審議過程においては、反共主義の圧倒的な影響下で、
移民法の解釈を巡って防御的ナショナリズムに傾くか、または、移民の貢献を
賛美し、対ソ連の視点から自由世界の盟主にふさわしいリベラルな移民法を求
めるか、という違いが現れた。よって、ここではデイヴァインのいうような、
ナショナリズム対インターナショナリスムといった三元的構図は妥当ではなく、
ナショナリズムを移民法においてどう解釈するか、また、移民を国家亀裂の源
泉とみなすのか、それともアメリカ社会の国力の源とみなすのか、という点が
主たる争点であったと言えよう。すなわち、双方の陣営が自分達こそが「ナシ
ョナリズム」ゃ「アメリカニスム」の体現者であるという議論を展開したので
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あって、防御的なナショナリズムの圧倒的な影響下では、移民の多様性賛美の
声は、囲内亀裂の恐怖によってかき消され、また、同様にインターナショナリ
ズムも有害bなレトリックとはなりf専なかったのである。
![. 1965年法改正過程
1 1952年法成立以降の移民を巡る状況
ここで1952年法の制定後から1964年までの年間移民数と構成の変化を概観し
てみたい。 1952年法制定の翌年の移民総数は約17万人で、その後56年、 57年、
63年には年間移民数が30万人を超える年があったが、大1は25万人から30万人
の間で推移した (INS1965: 22）。 1953年から64年までの10年間の移民数約320万人
の内訳を見ると、割り当て枠の移民が1,140,479人であったのに対L、割り当て
枠外がその 2倍弱、 2,057,378人であった。割り当て枠の移民を見ると、第一優
先枠である特殊技術を持つ移民は30,600人（その家族は28,676人）と少なく、第
二優先枠のアメリカ市民や住民の親族149,508人よりも大幅に下回る数であった。
一方で優先枠以外の割り当て移民は911,468人に上った。次に、割り当て枠外の
移民の中では、移民帰化法適用の移民数は1,681,285人、そのうちアメリカ市民
の妻が236,980人であった。最も多いのは西半球からの移民で、 1,227,778人に上
った。これらの数字から1952年以降、割り当て移民よりも非割り当て移民のほ
うが圧倒的に多く来たことが分かる。また、割り当て移民の内訳では、優先枠
移民よりも非優先枠の移民が数多くやって来た。また、 1951年から1960年の10
年間、出身国別割り当て市lJ下で優遇されていた北西ヨーロッパ移民は全体の81%
の割り当てがあったが、実際にはその44%の移民枠が使用されるに留まった（こ
れら上記の統計は全て CongressionalQuarterly News Features以下CQ.1965: 460）。
このように、割り当て枠の中で第一優先枠の技能移民は、目標値よりもずっと
低い数しか満たされず、優秀な頭脳移民や、北西ヨーロ γノくからの移民を引き
続き多く受け入れようという期待は大幅に裏切られていた。 1952年移民法成立
後、当初の目的とその後の移民受け入れの実態は益々議離するようになってい
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たのである。
2 議会での動き～リベラル派議員の動きと改正への気運の高まり
1952年法成立以後、小さな法改正を積み重ねて来たリベラル派にとって、
1960年の選挙で大統領に選出されたジョン・ F.ケネデイには全面的な移民法改
正に向けて大きな期待がかけられた。しかし、ケネデイ大統領は下院、上院議
員時代の移民法改正立法活動への関与や大統領選挙で見せた熱意にも関わらず、
就任当初は何らの法案も提出せず、移民政策に積極的な措置を取らなかった。
しかし、この時点になると移民法改正には一部のリベラルな議員のみではなく、
より多くの議員とより広範な利益団体の組織的支持が見られるなと、情勢は
徐々に移民法改正派に有利となってきていた。ょうやく 1963年になってケネデ
イ大統領が提出した当初案の内容は以下のようなものであった。年間移民数は
164, 500人、アジア太平洋三角地帯からの移民制限の禁止、全ての未使用の割り
当て枠を再利用すること。また、割り当て枠では、 50%を例外的な技術、訓練、
教育を持ったものに、 3口%を未婚の（21歳以上で非割り当て枠に該当しない）ア
メリカ市民の子、 20%を合法永住外国人の妻と子、にそれぞれ割り振ること、未
使用分の割り当て枠はアメリカ市民のその他の親戚、居住外国人、特別な種類
の労働者に割り振られ、それ以外は早い者勝ちで移民枠が誰にでも割り振られ
ること、一つの固からの割り当て数は、全体数の10%を限度としたことである
(C. Q. 1963: 1312）。政府案提出と同時にケネデイ大統領は上田下両院議長に手紙
を出し、この中で移民法の改正が「国益に合致し、平等及び人間の尊厳に関す
るあらゆる原則を反映したものである」として、「国益jと人道的配慮に力点が
置かれたものであると強調している（C.Q. 1963: 973）。また、移民法案は移民の
技術と圏内需要との関係、家族の再結合、愛録の優先という三項目を考慮、した
ものであるとして、新移民法の成立はアメリカの長期的な利益にかなうとして
理解を訴えた（U.S.Congress 1963: 1312）。要するに、この時点では「人間の尊厳J
の尊重と「国益jの三点が最も重要な法改正の正当性とされたのであった。
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こうして政府案提出までこぎつけたにも関わらず、 1963年11月にケネデイ大
統領が凶弾に倒れ、大統領の遺志がどう受け継がれるか、予断を許さなくなっ
た。 1963年12月には、上院司法委員会が上院747号法案（S747）と上院1932号
(Sl932）法案についての公聴会開催を決定した以外、法案の行方は不透明のまま
であった。しかし、 1964年年頭教書の中でジョンソン大統領は次のように述べ、
移民法改正の路線を継承することを明らかにした。「新たに優先基準を設けるこ
とで、我々は全世界からの移民によって作られた我が国へ入国を希望する人々
にこう尋ねることが出来る。あなたはこの固に何が出来るのか、と。しかし、
もはや我々はあなたはどこの困で生まれたのかと聞いてはならない」（C.Q. 
1964: 48）。
1964年の選挙の結果、議会勢力は圧倒的に民主党有利となり、ジョンソン法
案成立の障壁は少なくなったかに見えた。問しかしながら、上下院の司法委員
会による公聴会と本会議での審議の後、ジョンソン法案には大きな変更点が加
えられることとなる。第一の変更点は、技能移民の労働市場参入が国内の雇用
に悪影響を与えないと記載された、労働長官による確証の取得を技能移民に対
して義務化したことである。第二に、最優先割り当ての対象が、政府案による
技能移民から、アメリカ市民の子供で成人かつ未婚の者へと変更された。第三
に、アメリカ移民政策史上初めて、西半球からの移民に対する数的制限が課さ
れることとなったが、後述するようにこの西半球移民に対する数的制限の設置
をめぐっては、保守派とリベラル派の間に激しい攻防が見られた。以下、その
審議過程における主な争点を見てみることとしたい。
3 1965年法審議過程におけるリベラル派の論拠
前述のように、 1950年代の移民法改正の審議では、「反共主義Jの影響が大き
く、「防御的ナショナリズム」と「文化的均質性jを唱えた保守派の議論が、移
民こそアメリカ社会の資源とするリベラル派を圧倒した。そして1960年代にな
ると、移民問題を議論する際に、「国益J「自由世界の盟主jに加えて「人種差
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別撤廃J、「人道主義Jを改正の根拠とする議論が顕著になってきた。 1960年代
の移民法審議過程の特徴は、公民権運動が移民政策の議論と連動し、人種、民
族問の平等というレトリックが大きな影響力を持つようになったことと言えよ
う。以下に、 1965年法審議過程について、リベラル派の議論から分析すること
としたい。
1964年の公聴会では 7月にはラスク国務長官（DeanRusk）、ロパート・ケネデ
イ司法長官、ワーツ労働長官（W.Willard Wirtz）と行政側の証言が続いた。ロパ
ート・ケネデイ司法長官の公聴会での証言はケ不デイ大統領の遺志を完全に継
いだものであった。彼は「他の資格が不十分の人々が自由に入国している一方
で、技術を持ち、それがこの国で必要とされていても、『間違った国』に生まれ
たのならば入国を待たねばならない」と述べ、出身国別割り当て制によるノル
デイツク諸国への優遇措置を批判Lた（UnitedStat田 House以下 U.S.House 19臼
411）。また、出身国別割り当て制度ヤ、アジア太平洋三角地帯からの移民制限措
置は、「個人を個人として評価することを否定し、我々の国家としての基本的な
思想や諸価値と矛盾するものJであり、また家族の離散の悲劇が繰り返されて
いるとして、その「人種差別」と「非人道的側面」を痛烈に批判した（U.S.
House 1964. 412）。
この時点において、ロパート・ケネデイらリベラル派が最優先するべきだと
した「国益jは、 1952年法改正当時に有力であった保守派議員による「国益」
とは意味合いが変わっている。州すなわち、 1952年当時には「潜在的共産主義者」
から移民法を通してアメリカ社会を防御することが「国益」とされたのに対し、
1965年法改正の議論では多く優秀な人材を受け入れることによる「国益jがよ
り強〈指摘されるようになったのである。 1965年法の成立直前、ワーツ労働長
官は、 1952年から1961年の聞にアメリカで不足している医者、看護婦、科学者
などが入国した数をあげて、提出中の法案の成立によって、より多くの必要な
分野の移民が期待できると述べた（U.S.Senate 1965: 91）。また、ワーツ労働長官
は1958年から62年の問には年間平均48,60日人が労働市場に入っており、法改正に
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よりこの数は年間71,750人となるが、 1969年労働人口も7,900万人に増加するこ
とが予測されるため、実際の影響はそれ程大きくないと推測している（U.S.
House 1964: 440）。移民の中には女性と老人が多いために消費者の方が増加する
ので、購買層が増えるという可能性さえ強調された。さらに新法の第一優先枠
によって、特に有益な技術を持つ移民の入国を容易にすることは、「高技術の移
民の流入を促し、また、特に労働力が不足している産業の人員を穴埋めするこ
とが出来るために、新制度はアメリカの労働需要と福祉の利益にかなうもので
あるJと述べた（U.S. House 1964: 441）。このような移民受け入れのメリット、
とりわけ、才能溢れる移民の流入がアメリカの「国益」に合致するということ
は、法改正を唱えるリベラル派の共通した見解であった。よってロハート・ケ
ネデイにとっては、 1952年法が規定した優先枠は特殊技術を持つ移民を最優先
にしたにも関わらず、優先枠が機能していないのは出身国別割り当て制による
制限が存在するためで、これこそが「国益j上有害なのであった（U.S. House 
1964: 413）。
4 西半球からの移民への数的制限の設置～「人種差別」廃止のレトリック
出身国別割り当て制の人種差別措置の是正は、リベラル派、移民法改正派に
よって繰り返し主張されてきたことは前述の通りである。 1950年代以降、公民
権運動が最大の囲内政治課題となり成果を上げるほど、「人種差別j廃止の主張
は移民法改正の審議においてもより強くなされることとなった。それはジョン
ソン大統領が1964年に表明した「偉大な社会」構想の中にも現れており、ジョ
ンソンは「偉大な社会は全ての人々に豊かさと自由があることによって成り立
つものであり、（そのためには）貧困と人種的不公平の廃絶が必要とされてい
る」（LyndonB. Johnson 1965: 704）として、移民法改正を公民権問題解決の文脈
の中で訴えた。ここにおいて明確に移民法改正が人種不公平の廃絶と「偉大な
社会j達成のための具体的な目標として位置付けられることとなったのである。
しかし、この「人種差別廃止」の主張は移民法改正を唱えるリベラル派のみ
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ならず、保守派の議論を有効にするために使用されるという皮肉な過程を経る
こととなった。それは、西半球からの移民への数的制限の導入の議論の際に見
られた移民法改正反対派による、言わば土壇場の抵抗から出たものであった。
この動きは、下院でクラーク マグレガー（ClarkMacG悶gor：ミネソタ州選出）
を始めとする七人の共和党議員が、西半球に対する優遇的位置付けは、非論理
的、短絡的、かつ首尾一貫性の蛙いものとして廃止を提案することで始まった。
マグレガーは、世界中の多くの人々を差別する出身国別割り当て制の廃止に賛
成し、家族の再結合を促進するという点で、セラ一議員が提出した下院2580法
案（H.R. 2580）には進歩が見られるとした上で、こう述べた。「問題は2580法案
によって差別措置が継続し、新たな形での差別が生まれていることだJ(U. S. 
Congress 1965: 21719）。彼は「無制限の移民を西半球、カリプ諸国から受け入れ
る 方で、その他の国々には厳しい上限を設けることは差別的」であり、この
措置は「非論理的、愚かで、首尾一貫性に欠けj、「出身国別割り当て制は差別
的、人種偏見に基づいた措置であるとのレッテルと矛盾する」と批判の鉾先を
向けた（U.S. Congress 1965：・ 21760）。ウォルターの死去後、下院司法委員会委員
長となったマイケル・フェイファン（MichaelFeighan：民主党、オハイオ州選出）
も、「全世界の平等な扱い」を達成するために、「人種差別的措置であることを
理由に出身国別割り当て制を廃止するならば、西半球への非割り当て措置も即
刻同時に廃止しなければならない」と主張した（U.S.Cong町田 1965:12088)0 
一方、リベラル派はアメリカとカナダ、ラテン・アメリカとの関係は特別な
ものであるとして西半球への非割り当て待遇の継続を訴えた。例えば、ブイリ
グプハート上院議員（PhilipA. Hart 民主党、ミシガン州選出）は、「これま
で西半球への措置がその他の国々から差別的と認識されることはなかったし、
西半球への区別（distinction）は差別とは違う」と主張した（U.S. Congress 1965: 
24483）。彼によれば、西半球への措置は、「人種、宗教、エスニック的な起源に
基づくものではなく良き隣人への尊敬と特別な連帯感への誇りに基づくものだ
った」（U.S. Congress 1965: 24483）。こうして、出身国別割り当て制による非西
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欧移民への差別、とりわけ、アジアからの移民に対する「人種差別j措置は、
西半球からの移民への数的制限免除という「優遇」と同質の「人種差別j問題
として取り上げられ、「人種差別撤廃Jが全ての陣営によって使用されるレトリ
ックとなったのである。
そもそも 1965年法改正において賛成、反対を問わず全ての陣営は、法改正に
より30万人弱という当時の年間移民総数を大幅に上回る移民の受け入れを望ん
ではいなかった。事実、移民法改正を唱えたエドワード・ケネデイ上院議員
(Edward M. Kennedy ：民主党、マサチューセアツ州選出）でさえも、「（アメリカ
の）諸都市は移民で溢れかえることはないし、この国のエスニック構成は逆転
することはない」と述べていた（U.S. Congress 1965: 24225）。しかし、人口圧力
が大きくアメリカとの経済格差の拡大が続く西半球諸国、とりわけ国境を接す
るメキシコからの移民増加は十分に予測できた。西半球全体からの移民数を10
年単位で見ると、 1931-40年には約16万人であったのが、 1941-50年にはお万人強
と倍増し、さらに5160年では996.944人まで増加していた。中でもメキシコから
の移民数は、 1931-40年が22,319人、 41-50年が60,589人、 1951-60年が299,81l人、
と戦後になって大幅な増加が見られ、 1960年以降も年間 4万人から 5万人を超
える移民が入国していたのである（INS1965: 50）。このような数字から見ても、
移民法改正によりアメリカ社会のエスニック構成が逆転しないというのは楽観
的すぎる予測であった。保守派は、出身国別割り当て市IJがある国を優遇するた
めに別の国を差別しているのだとすれば、西半球の移民が数的制限の対象でな
いことも同じ差別に当たるのではないか、また、政府側が言うようにカナダ、
メキシコ、南米からの移民の大量流入の危険がないのであれば、念の為にいま
上限を設けても失うものがあるだろうかという主張を展開し、西半球への数的
制限反対派を劣勢に立たせたのであった。
5 「家族の再結合」を巡る f人道主義」の二つの解釈
この西半球への数的制限の設置は、移民法改正反対の諸団体の態度を軟化さ
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せることにも繋がった。 1964年の時点において、公聴会に出席した米国在郷軍
人会（AmericanLegion）の証人は「現制度は公平で今日世界のどの固と比較しで
も非差別的であり、一連の難民受け入れに関する諸政策は1952年法の基本理念
の否定であると解釈されるべきではない」と出身国別割り当て制の廃止に強硬
に反対していた（U.S.Hou日 1964:606）。ところが、西半球への数的制限の設置が
提案されると、在郷軍人会をはじめ、アメリカ愛国団体連合（AmericanCoalition 
of Patriotic Societies）などの団体も 転して移民法改正に対して態度を軟化させ
るようになり、その上で「家族の再結合」のための割り当て枠の拡大を要求し
始めた。このような態度の変化をプリッグスは家族移民への高い優先順位設定
は人種、エスニァク構成の維持をはかるものという解釈が保守的利益団体のメ
ンバーの問で生まれたからだと説明している（Briggs1996: 112 113）。すなわち、
1965年以前に制限されていた集団は母集団が非常に少ないので、家族の呼び寄
せは移民数が安定している人々に有利であると考えられたのである。こうして
「家族の再結合jを巡り二つの異なる意図が投影されることとなった。改正i.r¥は
前述のように「家族の再結合」を離散家族の悲劇をこれ以上くり返さないため
の「人道的j措置と位置付けていた。その場合に、古くからの移民の家族の再
結合がより優先されるべきであるという趣旨は全くなかった。しかし、上記の
伝統的反移民集団はこの「家族の再結合」に出身国別割り当て制の原理の踏襲
を見い出した。すなわち彼らは、西半球への数的制限が導入されることと、「家
族の再結合」がエスニック構成の現状維持のための活路であるという解釈を
「発見」したために、反移民の態度を軟化させるようになったのである。
このように、人種差別廃止のレトリックは西半球の非割り当て枠の是非に関
する議論にも影響を及ぼした。西半球に対する非割り当て枠の存続は、その他
の地域の人々への［人種差別」であると保守派から指摘され、「人種差別撤廃j
をそれまで訴えていた当の改正推進派に対抗する有効なレトリックとなったの
である。保守派は、もはや人種差別性を否定できない出身国別割り当て制をあ
きらめる代わりに、大量移民流入の再来を防ぐためには、西半球からの移民を
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以後制限することが必須と考えた。こうした審議過程の結果、 1965年法には当
初案には盛り込まれていなかった、西半球諸国からの移民への全体枠として、
年間12万人の数的制限が課されることとなったのである。＂＂
終わりに
これまで見て来たように、 1952年i去、 1965年i去の審議では、アメリカの移民
政策は「潜在的に危険な移民からアメリカを如何にして防御するか」、「あらゆ
る人種差別慣行の廃止jといった、それぞれ反共主義や公民権運動と連動した
国内問題としての位置付けとしての議論に重きが置かれるという特徴が見られ
た。そこでは、文化多元的アメリカを推進するのか、アングロ サクソン的ア
メリカを維持するのかという「移民国家jの自画像を如何なる言葉を用いて効
果的に提示するか、という点が議論の中心だった。よって、より一層複雑にな
っていく国際労働力移動のメカニズムや不法移民問題に関して包括的な審議は
行われず、移民政策はあくまでも国内問題として位置付けられ議論されていた
と言えるだろう。 1952年から1965年までの移民法改正過程においては、現実的
諸利害への考慮もさることながら、移民制限、受け入れの議論における、抽
象・感情レベルの要因が大きく影響したのであった。
また、 1952年から1965年までに行われた移民政策の見直しによって、出身国
別割り当て制が廃止され、移民政策における人種差別措置が完全になくなった。
また、家族関係、技術を持った移民に対しての優遇がこれ以後定着し、高技術
移民と非熟練労働者という二極化した移民の受け入れの傾向がより進むことと
なった。しかし、戦前から戦後にかけての移民法をめぐる最も大きな争点であ
った出身国別割り当て制に関して、この制度に匹敵するような新たな移民選別
の根本的な原則は生まれなかった。上記の技術移民や家族割り当ての優遇措置
は、確かに新たな基準となったが、導入にあたっても人道的措置として、また
旧来のエスニック構成維持の手段として、といった異なった解釈がなされたよ
うに、柔軟な現実対応型の基準であり、政治的妥協の産物でもあった。別言す
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れば、 1965年i去の改正時点では、出身国別割り当て制という人種差別措置の廃
止は不可避であっても、 1960年代のアメリカは世界の国々からの移民からなる
文化多元的アメリカを、自らのイメージとして認めるまでには至っていなかっ
たのである。
＊本稿の内容は200口年 6月に行われたアメリカ学会（帝塚山大学）における発表の際に寄
せられた諸先生からのコメントを基に、筆者が修正、加筆を行ったものである。また、本
稿の作成に際して、レビュー7 の先生かb貴重な御指摘をl'iいたo ここに記して謝意を
表したい。指摘して頂いた諸点に閲して検討、修正を行ったが、もし残された誤謬がある
とすれば、それは司王者の責任である。
注
(I）本稿では、 1952年移民帰化法(lmmlgrat;onand Nationality Act of 1952）、 1965年移民帰化
法 (Immigrationand Natlo"'ollty Act of 1965）を本文中で、それぞれ1952年法、 1965年法
と言及する。
(2）出身国別割り当て制は1924年法によって導入され、 1920年当時の白人人口構成比に応
じて移民の割り当て数を決定するものであった。西半球からの移民およびその子孫を
除いたアメリカの白人居住者の1%の6分の lと定めた。各国籍に対する割り当てを
1920年時点での居住者総数に対するそれぞれの国籍を持つ居住者の割合と同じ数値が
15万人当たりで算定され、 1929年から実施された。出身国別割り当て制は世紀転換期
に激増を見た南東欧からの移民流入を阻止することが王な目的であった。この1924年
法の制定によって影響を受けた移民は、東欧や南欧の移民、そして、事実上の移民禁
止となったアジア系移民であった。
(3）なお、内訳を見ると、ハンガリーからの難民が最も多く、 128,569入、続いてドイツ民
族（GcnnanEthnics）の難民が53,766入、ドイツ（国） 52，日49入、ラトピアからがお，158
人の順であった。
(4）ジェローム・エドワーズ（JeromeE. Edwards）による、 ParMcCarraa: Polilica/ Bos" of 
Nemda (Reno: Unlvmlty of Nevada P問団， 1982）は、マッカランに閲する代表的な伝記で
ある。この中ではいかにマッカランが党派政治よりも個人的感情、関係を重視して政
治組織を構築し、賛同者ーや支持者には州、連邦双方のポストを与えるという「ポス政
治jを行っていたかが詳細に記されている。しかし移民問題に関するマヅカランの活
動については記述が少ない。マッカランの両親はアイルランドからの移民であり、マ
yカラン自身は初の地元ィ、パダ州生まれの不パダ州選出土院議員となった人物であ
る。彼が何故保守的な移民観を持つに至ったのか、反共主義と反移民の姿勢とアイル
ランド移民の子という事実には何らかの関係があるのか等については、マッカランに
閲する 次資料をより詳細に検証する必要があり、筆者の将来の課題としたい。
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(5）マァカランは先任者優遇制度を利用して任命と予算配分の権限を持ち、上院司法委員
会の支配力を持っていた。
(6）このアジア太平洋地域は、アジア太平洋三角地帝（AsiaPacific Tdangle）と呼は：n、西
はイ／ドから日本まで、またオ ストラリアとニュ ジ ランドの北側に位置する太
平洋諸島の国々が含まれた。該当固からの移民には最低100、最高2,000人の移民枠が
与えられた。しかし、両親のうち 人がその地域出身であるならば、本人が対象地域
に出生していなくとも数的制限の対象となった。
(7）ホレス M カレンは、 1915年Natioa•tに子百＇＂されfニ‘“Democr叫y Verm Melting Pot’． 
A Study of American Nationality”および、その後1924年に出版されたCa/tareaad 
Demoaacy川 theUaited Stat自の中で、「文化多元主義jという言葉を始めて使用し、
多民族的共生の 形態を提唱した。人間の属性を先天的で不変な部分、すなわち民族
性と、可変的かつ後天的な職業等に区分し、それぞれの民族性を維持しながら、アメ
リカの公的社会での共生を唱えたのであった。カレンのこうした民族共生のイメージ
は、オーケス fラであり、各楽器が異なった音色を出しながらオ ケストラ全体とし
ては、ハーモニ を奏でるというものである。その後カレンの「文化多元主義」は、
今日の多文化主義の議論にまでつながる重要な理論となった。
(8）現代の移民政策に閲する研究として、レピューアーの指摘にあったようにデイヴァイ
ンの研究は言わば「古典jの部類に入るであろう。しかし、その後デイヴァインのよ
うにナンヨナリズムの変化に注目して分析を行った研究は現在に至るまで多く現れて
いない。また、インターナショナリズムとナショナリズムの桔抗という視市で1952年
法の制定を同時代的視古から分析した研究としては唯一のものであり、本稿で1952年
法審議過程の一次資料を分析する上で、デイヴァインの研究を筆者が検証した理由は
ここにある。
(9）上院で1964年10月 3日時古で共和党が34議席、民主党が66議席となった。下院では
1955年に多数党となって以来、民主党の多数状況は変わっておらず、 1964年選挙で38
議席を新たに獲得し、共和党の176議席に対して258議席を占的、民主党の圧倒的な優
勢が続いた。
(10）この点に閲して「国益」が1950年代と 1960年代でそれほど変わるものではないという
指摘がレビューアーからなされた。確かに「真の国益jが存在するとすれば、それが
時間的な経過に伴って変化することはない。本稿における「国益の也、味合いが変化し
たjとは、移民法の審議過程において「移民の受け入れが図説に適うか否かに対する
議員や官僚の平均的な意見が変わったjという意味で用いている。
(11）西半球以外の国々からの移民に関しては、全体枠が年間17万人で各国 2万人の数的制
限が設けられることとなった。この西半球からの移民への制限措置に関しては、古矢
旬が「『移民国家』アメリカの変貌 1965年移民法から1986年移民法へー」（『北大法
学論集』、 1990年）の中で、第二次世界大戦以降の移民政策の変遷を簡潔にまとめた
上で、 1965年法成立後のメキシコからの不法移民問題、難民問題、移民行政の問題等
について分析している。
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From “Anti-Communism”to“Anti-Racial Discrimination”： 
An Analysis of the Debate Regarding the Revision of American 
Immigration Policy, 1952-1965 
くSummary>
Miya (Shichinohe) Suga 
This p 
policy througl】『I】吋orrevisions of ir】migrationlaws in 1952 and 1965. The 1952 and 
1965 immig悶tionrevisions became one of the biggest changes m U S.immigration law 
The controversial national origins quota system was finally abolished in 1965 and in the 
course of discussions on immigration reforms, the basic principles of post war 
immigration were delineated: reuniting families and inviting more highly skilled 
immigrants Scrutinizing the debate of the 1952 and 1965 cases reveals the signi日cance
of the rhetoric of the time；“antトcommunism”and“antiracial discrimination”were 
signi日cantcauses behind these m句orrevisions of the immigration law. 
Under the so called“Cold War mentality”， the rhetoric quite frequently used in the 
discussion in the 1952 case was“anti communism" and “the integrity of the nation”The 
nat10nal origins quota system, which had been in effect from 1929, was criticized 
because of its discrimination against Southern and Eastern Europeans and Asians. 
However, led by Senator Patrick A. McCarran of Nevada, who then served as the 
chairman of the Senate Judiciary Committee, the proponents of the national origins quota 
system were adamant in reiterating that it had no hint of racial discrimination. When they 
justified the systerr】，theystressed that this system could preserve“cultural affinity”while 
overshadowing the original purpose of the system, to keep“racial homogeneity”m 
American society To McCarran and other conservative congressmenパmmig印刷swe日
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dangerous and potential communists, so much of the discussion was domestic in nature 
focusing on how to protect the cnuntry from subvwive aliens. It was ironic that this 
debate did not fully investigate the discriminatory nature of the national origins formula 
per se Instead, the liberal congressmen also frequently used the rhetoric of “anti-
American”to criticize the conservatives. This debate turned out to be futile, since both 
the liberals and the conservatives used this term in totally different contexts. 
The I 965 immigration debate can be characterized by its rhetoric of“antト
discriminationぺ“leaderof the Free World”， and “humanitarianism". The State 
Department and liberals including then Attorney General Robert Kennedy raised the 
issue of the significance of humanitarian aspects and international relations on 
immigration issues. However, discussion on the mechanisms of international migration 
was limited As President Johnson proposed immigration reform as part of the “Great 
Society" agenda, the discussion was in line with the Civil Rights movements of the era 
and so was the rhetoric of the debate. At the same time, it was ironic that the rhetoric of 
“anti discrimination”was so powerful that“anti-discrimination”became an excuse for 
the conservative side to impose a numerical ceiling on the countries of the Western 
Hemisphere for the first time in h1st01γ. That is, those who sought to curb immigration 
from South American countries claimed to be creating a“fair and just system to the rest 
of the world”by terminating the non quota preference status to the immigrants from the 
Western Hemisphe問
Therefore, by looking at the policy discussion from 1952 to 1965, it can be said that 
immigration policy was not only a prcduct of realistic factors such as economic or 
international factors implications, but of ideological, symbolic, and emotional factors, al 
of which were associated with more urgent so口alissues of each decade, antトcommunism
(or communist purge) and the civil rights movement 
